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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 26,958 △0.7 1,251 △11.9 873 △23.8 788 7.9
22年3月期第3四半期 27,152 △40.1 1,419 △8.6 1,146 2.8 731 △47.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 9.59 9.26
22年3月期第3四半期 8.86 8.61

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 53,914 16,259 30.1 195.13
22年3月期 53,209 15,968 30.0 191.45

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  16,243百万円 22年3月期  15,967百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非上場）の配当状況については、「種類
株式の配当の状況」をご覧ください。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 2.00 2.00
23年3月期 ― 0.00 ―
23年3月期 

（予想）
2.00 2.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 38,830 11.8 1,300 △4.6 730 △29.2 540 11.0 6.35



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施中であります。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について
は、添付資料３ページ「１.当四半期の連結業績等に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】Ｐ４「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 79,598,912株 22年3月期  79,598,912株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  75,804株 22年3月期  37,024株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 79,542,394株 22年3月期3Q  79,567,565株



種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金総額は以下のとおりです。

（基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末

　Ａ種株式 円　　銭　 円　　銭　 円　　銭　 円　　銭　

 22年３月期 - 　　　　0.　　00 - 　　　10.　　00

 23年３月期 - 　　　　0.　　00 -
 23年３月期
　　（予想）

       -    - 　　　10.　　00

１株当たり配当金
合計

円　　銭　

　　　10.　　00

　　　10.　　00
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、海外経済の改善や政府による緊急経済対策の効果等により企

業収益は改善する等、緩やかな回復傾向にあるものの、失業率は高水準にあり、雇用・所得環境は依然厳しい状況

にて推移いたしました。 

 主力の観光事業につきましては、長引く消費不振や節約志向の影響等を反映して利用者数は減少し減収減益とな

りました。また卸売業つきましては、石炭・石油価格の上昇により売上高は堅調に推移いたしましたが、主に石油

の販売数量の減少により減益となりました。製造関連事業につきましては堅調な受注環境を反映し大幅な増益とな

りました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、269億58百万円（前年同期比１億94百万円、0.7％減）、営業

利益は12億51百万円（前年同期比１億68百万円、11.9％減）、経常利益は８億73百万円（前年同期比２億73百万

円、23.8％減）、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額を計上したものの前年同期に事業整理損を計上したこ

とにより、四半期純利益は７億88百万円（前年同期比57百万円、7.9％増）となりました。 

  

 セグメントの状況は、次のとおりであります。 

  

 [観光事業] 

 スパリゾートハワイアンズにつきましては、日帰り部門ではコンビニ等での前売り入場券等の販売を強化すると

ともに、夏休みを最大の集客機会ととらえ、首都圏へのテレビＣＭを増量し、併せてパブリシティやインターネッ

ト・バナー広告を強化する一方、ファミリー層をターゲットとした特別イベントを開催する等により夏休み期間は

前年並みの利用者数を確保するとともに10月以降は県民の日に対応したキャンペーン対象県数を拡大実施したこと

等により回復基調にて推移いたしました。 

 宿泊部門につきましては、利用者数はシニア層の個人客が落ち込んだもののファミリー層の個人旅行の回復およ

び団体旅行の集客策の奏功により前年並みを維持いたしました。 

 しかしながら、消費の先行き不安による低価格志向が根強いなか、消費単価は微減にて推移いたしました。 

 ホテルクレスト札幌の利用者数は堅調に推移いたしましたが、クレストヒルズゴルフ俱楽部および山海館は減少

いたしました。 

 この結果、利用人員は、ハワイアンズ（日帰り）が1,132千人（前年同期比49千人、4.2％減）、ホテルハワイア

ンズ（宿泊）は277千人（前年同期比９百人、0.4％減）クレストヒルズゴルフ俱楽部は37千人（前年同期比２千

人、7.1％減）、山海館は６千人（前年同期比８百人、12.6％減）、ホテルクレスト札幌は41千人（前年同期比１

千人、3.2％増）となりました。 

 また、売上高は91億33百万円（前年同期比４億80百万円、5.0％減）、営業利益は14億73百万円（前年同期比１

億６百万円、6.7％減）となりました。 

  

 [卸売業] 

 石炭および石油販売価格が上昇するなか、主力電力会社の需要減に伴う販売数量の減少等により売上高は前年並

みに推移いたしましたものの、大幅な減益となりました。 

 この結果、売上高は149億25百万円（前年同期比92百万円、0.6％減）、営業利益は１億28百万円（前年同期比１

億22百万円、48.8％減）となりました。 

  

 [製造関連事業] 

 中国を中心とするアジア需要の増加等を背景に、主力取引先である建設機械および産業機械等の受注環境が堅調

に推移し、増収増益となりました。 

 この結果、売上高は13億83百万円（前年同期比２億50百万円、22.1％増）、営業利益は１億26百万円（前年同期

は営業損失21百万円）となりました。 

  

 [運輸業] 

 主にセメントや電力用石炭の輸送量が増加し増収となりましたが、輸送燃料費等の増加により利益は前年並みと

なりました。 

 この結果、売上高は15億16百万円（前年同期比２億46百万円、19.4％増）、営業利益は65百万円（前年同期比０

百万円、1.1％増）となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ７億５百万円増加し、539億14百万円

となりました。これは主に、受取手形及び売掛金、新ホテルに係る建設仮勘定の増加によるものであります。負債

につきましては、前連結会計年度末に比べ４億13百万円増加し、376億54百万円となりました。これは主に、支払

手形及び買掛金の増加によるものであります。純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ２億91百万円増加

し、162億59百万円となりました。これは主に、利益剰余金の増加によるものであります。 

また、キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、44億円と前連結会計年

度末に比べ18億67百万円減少（前期末62億67百万円、29.8％減）いたしました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結累計期間における営業活動の結果得られた資金は、18億21百万円（前年同期は14億63百万円の

獲得）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益８億18百万円、減価償却費９億９百万円、仕入債務

の増加額７億41百万円の計上があった一方で、売上債権の増加額６億35百万円、たな卸資産の増加額80百万円等に

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当第３四半期連結累計期間における投資活動の結果使用した資金は、26億99百万円（前年同期は６億26百万円の

使用）となりました。これは主に、新ホテル建設等に伴う固定資産の取得27億53百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当第３四半期連結累計期間における財務活動の結果使用した資金は、９億88百万円（前年同期は８億54百万円の

使用）となりました。これは主に有利子負債の圧縮によるものであります。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

   景気は引続き緩やかに回復していくものと思われますものの、雇用・所得環境は厳しい状況にて推移していくも

  のと予想されます。  

   こうした状況のなか、通期の連結業績予想に関しましては、オーストラリアにおける洪水災害による石炭輸入へ

  の影響等について現在精査中であります。 

  



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

 なお、第１四半期連結会計期間より、㈱ＪＫリアルエステートは平成22年４月１日に当社が吸収合併したため、

連結の範囲から除外しております。  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．たな卸資産の評価方法 

 棚卸高の算出については、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的に算定する方

法によっております。 

 また、たな卸資産の簿価切下げについては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。 

２．一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸

倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

３．固定資産の減価償却の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により算定して

おります。  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31 

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適 

用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益は14百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は140百万円減少しておりま 

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は381百万円であります。 

②企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基 

準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準 

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及 

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月 

26日）を適用しております。 

③「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表 

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を 

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

④不動産賃貸料及び不動産賃貸費用の会計処理 

 前連結会計年度において、不動産事業を行っておりました㈱ＪＫリアルエステートを平成22年４月１日に当社が

吸収合併いたしました。これは、不動産業界が厳しい環境下で推移していることから、今後は、当社グループの不

動産管理に専念し、不動産事業は行わないこととしたものであります。 

 これに伴い、第１四半期連結会計期間より、「売上高」に計上しておりました「不動産賃貸料」を営業外収益 

に、「売上原価」、「販売費及び一般管理費」に計上しておりました「不動産賃貸費用」を営業外費用に計上して

おります。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べて売上高は94百万円、売上原価は28百万円、販売費及び一般管

理費は40百万円、営業利益は25百万円それぞれ減少しております。 

 また、この変更に伴い、従来の「たな卸資産」27百万円、「建物及び構築物（純額）」102百万円、「土地」 

10,050百万円を「投資不動産（純額）」へ振替えております。 

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,400 6,367

受取手形及び売掛金 2,373 1,727

たな卸資産 424 376

その他 374 625

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 7,568 9,091

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 12,811 12,579

土地 14,695 24,395

その他（純額） 3,819 2,113

有形固定資産合計 31,326 39,088

無形固定資産 150 61

投資その他の資産   

投資有価証券 4,094 4,344

投資不動産（純額） 10,180 －

その他 2,207 2,232

貸倒引当金 △1,676 △1,687

投資その他の資産合計 14,805 4,888

固定資産合計 46,281 44,039

繰延資産 63 78

資産合計 53,914 53,209



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,909 1,332

短期借入金 9,945 9,037

1年内償還予定の社債 794 894

未払法人税等 56 60

賞与引当金 109 290

事業整理損失引当金 378 504

設備関係支払手形 1,175 976

その他 1,769 1,387

流動負債合計 16,138 14,484

固定負債   

社債 2,067 2,464

長期借入金 13,107 14,245

繰延税金負債 3,714 3,831

退職給付引当金 64 89

環境対策引当金 99 99

負ののれん 2 10

資産除去債務 387 －

その他 2,073 2,015

固定負債合計 21,516 22,756

負債合計 37,654 37,240

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,183 11,183

資本剰余金 1,475 1,475

利益剰余金 3,766 3,171

自己株式 △10 △5

株主資本合計 16,414 15,824

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △168 144

土地再評価差額金 △2 △2

評価・換算差額等合計 △171 142

少数株主持分 16 1

純資産合計 16,259 15,968

負債純資産合計 53,914 53,209



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 27,152 26,958

売上原価 23,468 23,495

売上総利益 3,683 3,462

販売費及び一般管理費 2,263 2,210

営業利益 1,419 1,251

営業外収益   

受取利息 3 0

受取配当金 75 69

負ののれん償却額 7 7

持分法による投資利益 115 91

不動産賃貸料 － 97

その他 45 21

営業外収益合計 248 288

営業外費用   

支払利息 464 442

不動産賃貸費用 － 70

その他 56 153

営業外費用合計 521 666

経常利益 1,146 873

特別利益   

固定資産売却益 18 3

投資有価証券売却益 0 83

投資不動産売却益 － 3

貸倒引当金戻入額 3 2

事業整理損失引当金戻入額 － 3

その他 1 －

特別利益合計 22 96

特別損失   

固定資産売却損 2 0

固定資産除却損 30 22

減損損失 11 －

投資有価証券売却損 0 1

投資不動産除却損 － 1

事業整理損 386 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 126

その他 － 0

特別損失合計 432 151

税金等調整前四半期純利益 737 818

法人税、住民税及び事業税 14 25

法人税等調整額 △9 3

法人税等合計 5 28

少数株主損益調整前四半期純利益 － 790

少数株主利益 0 1

四半期純利益 731 788



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 737 818

減価償却費 913 909

減損損失 11 －

のれん及び負ののれん償却額 △7 △7

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △11

賞与引当金の増減額（△は減少） △194 △181

退職給付引当金の増減額（△は減少） △56 △25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △206 －

環境対策引当金の増減額（△は減少） △4 －

受取利息及び受取配当金 △78 △70

支払利息 464 442

社債発行費償却 8 14

持分法による投資損益（△は益） △115 △91

不動産賃貸料 － △97

不動産賃貸費用 － 70

固定資産除売却損益（△は益） 15 18

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △0 △81

投資不動産除売却損益（△は益） － △2

事業整理損失引当金戻入額 － △3

事業整理損失 386 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 126

売上債権の増減額（△は増加） 77 △635

たな卸資産の増減額（△は増加） 243 △80

その他の流動資産の増減額（△は増加） △37 △94

仕入債務の増減額（△は減少） △311 741

未払消費税等の増減額（△は減少） △224 309

その他の流動負債の増減額（△は減少） △8 64

預り保証金の増減額（△は減少） △17 △6

その他の負債の増減額（△は減少） 202 －

その他 14 △7

小計 1,808 2,118

利息及び配当金の受取額 84 75

利息の支払額 △390 △349

法人税等の支払額 △39 △24

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,463 1,821



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △100 －

定期預金の払戻による収入 － 100

固定資産の取得による支出 △439 △2,753

固定資産の売却による収入 51 4

事業整理に伴う支出 △44 △122

投資有価証券の取得による支出 △96 △97

投資有価証券の売却による収入 － 92

貸付金の回収による収入 2 5

投資不動産の賃貸による支出 － △56

投資不動産の賃貸による収入 － 96

投資不動産の売却による収入 － 7

その他 － 24

投資活動によるキャッシュ・フロー △626 △2,699

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,750 －

長期借入れによる収入 2,105 3,350

長期借入金の返済による支出 △4,064 △3,580

社債の償還による支出 △430 △497

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △37 △61

自己株式の取得による支出 △1 △4

配当金の支払額 △177 △194

財務活動によるキャッシュ・フロー △854 △988

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △17 △1,867

現金及び現金同等物の期首残高 5,824 6,267

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,807 4,400



該当事項はありません。   

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）  

（注）１．事業区分の方法 

当社の事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点からセグメンテーションしており、その内容は次の

とおりであります。 

２．各区分の主な製品及び内容 

【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

     本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）  

 海外売上高は、連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
観光事業 
(百万円) 

卸売業 
(百万円) 

製造関連
事業 
(百万円) 

不動産事
業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1)
外部顧客に対す

る売上高 
 9,614  15,018  1,133  117  1,269  27,152  －  27,152

(2)

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 0  201  －  91  45  338  (338)  －

計  9,614  15,219  1,133  209  1,315  27,491  (338)  27,152

営業損益  1,579  251  △21  50  64  1,925  (505)  1,419

観光事業 
「スパリゾートハワイアンズ」、「クレストヒルズゴルフ倶楽部」、「ホテルクレスト札

幌」、「山海館」 

卸売業 石炭、石油類、その他商品 

製造関連事業 鉄鋼、鋳物 

不動産事業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理 

その他の事業 運輸、荷役 



【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。 

当社グループは、観光事業を中心に事業展開しており、そのサービスは多種にわたっております。従っ

て、その事業内容から、「観光事業」、「卸売業」、「製造関連事業」、「運輸業」を報告セグメントとし

ております。 

「観光事業」はレジャー施設等・ホテル及び旅館の運営及びその関連事業を行っており、「卸売業」は石

炭・石油等の卸売、「製造関連事業」は機械・鋳物の製造、「運輸業」は運輸業及びその関連事業を行って

おります。 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

（注）１．セグメント利益の調整額△542百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△542百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項ありません。  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

該当事項はありません。 

  

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２ 

観光事業 卸売業 
製造関連 
事業 

運輸業 合計 

売上高             

外部顧客への売

上高 
 9,133  14,925  1,383  1,516  26,958  －  26,958

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 1  289  －  56  347  △347  －

計  9,134  15,214  1,383  1,572  27,305  △347  26,958

セグメント利益  1,473  128  126  65  1,793  △542  1,251

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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